
厚生労働行政推進調査事業費（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「オールハザード・アプローチによる公衆衛生リスクアセスメント及び 

インテリジェンス機能の確立に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

放射線および環境因子のリスクアセスメント手法の分析・検証に関する研究 
研究分担者 安村誠司  

（福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座・教授） 
 

研究要旨 
 放射線および環境因子のリスクアセスメントに着目し、オールハザード・アプローチ

による公衆衛生リスク分析・アセスメントモデルを作成することを目的とした。東京電

力福島第一原子力発電所事故に関する文献調査を行い、事故のリスクおよびリスクファ

クターの評価方法、放射線に関するリスクアセスメントの好事例をまとめた。東京電力

福島第一原子力発電所事故によるリスクには、放射線被ばくによる健康影響と、非直接

影響としての精神的健康影響が含まれる。非直接的影響は、情報を発信する研究者等に

対する不信が一つの要因となるため、その軽減には適切なリスクコミュニケーションが

重要である。 

Ａ．研究目的  
 公衆衛生事案（自然災害・パンデミックな

ど）への事前準備と緊急対応の効果的な実

践にあたっては、想定されるあらゆるハザ

ード・脅威によるリスクを体系的に分析・ア

セスメントし、優先順位を付した上で対策

に繋げるオールハザード・アプローチのリ

スクアセスメントが重要とされる。公衆衛

生事案発生時の情報収集・分析、迅速なリス

クアセスメント・コミュニケーションの手

法については未知の部分が多く、事案発生時

にシームレスに運用可能なインテリジェンス

機能構築に向けた知見の集積は、国際的にも

重要な意義を持つと考えられる。 
 本研究では、放射線および環境因子のリス

クアセスメントに着目し、既存資料に基づ

きオールハザード・アプローチによる公衆

衛生リスク分析・アセスメントモデルを作

成することを目的とした。 
Ｂ．研究方法 
1. PubMed による文献調査 

放射線が健康および社会に影響をもた

らした日本における公衆衛生事案の代表

例として、2011 年３月 11 日に発生した東

日本大震災に伴う、東京電力福島第一原子

力発電所事故（国際原子力事象評価尺度最

上位のレベル 7 に分類）に焦点を当てて、

同事故に関する既存資料の調査を行った。 
資料の検索は、PubMed を用いて 2021

年 9 月 23 日に実施した。 
検 索 ワ ー ド ： "risk assessment" 

[Title/Abstract] AND radiation 
[Title/Abstract] AND (accident 
[Title/Abstract] OR disaster) 
[Title/Abstract] 
検索された論文のうち、東京電力福島第
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一原子力発電所事故関係（タイトル、アブ

ストラクトに、“Fukushima”を含む報告）

文献の本文を入手し、精読した。加えて、

研究者らが関与した調査研究等について、

独自に調査資料に加えた。 
さらに、東京電力福島第一原子力発電所

事故（以下、原子力災害）による放射線被

ばくと健康リスクについて現状の認識を

理解するため、国際機関による報告書を参

照した。 
2. 既存資料による分析 

   既存の放射線に関する脅威に対するリ

スク分析として、被ばく線量の評価と健康

リスクの概要について、WHO の報告書

（ https://www.who.int/publications/i/ite
m/9789241505130）、及び、国連科学委員

会（United Nations Scientific Committee 
on the Effects of  Atomic Radiation; 
UNSCEAR ） の 報 告 書

（https://www.unscear.org/unscear/en/fu
kushima.html）を参照した。 
3. 結果の総括 

抽出された資料等を参照して、以下の

項目について既存の知見をまとめた。 
a. 原子力災害によるリスクとして認識さ    
れている項目および、リスクファクタ

ーの評価方法 
b. 放射線に関するリスクアセスメントの  

好事例 
（倫理面への配慮） 
 本研究は既存資料の検索、要約により実

施しており、倫理面で特段の配慮は必要と

しなかった。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 文献収集の結果 
  検索の結果、計 26 論文および 2 つの国   
際機関の報告書が該当した。 

a. 原子力災害によるリスクとして認識さ

れている項目および、リスクファクタ

ーの評価方法 
•放射線による健康影響としてのアウト

カムについては、「がんの発生」として

いる文献が多かった。 
•「がんの発生」のリスクファクターとし

て、環境中の放射線量を評価指標とし

て用いる文献が複数存在した。 
・環境中の放射線量の計測に加え、野生

動物の肉を摂取した個人が受けた実効

線量の計測を行うものや、日本政府に

より設定された帰還困難区域など直接

的な線量計測が困難な地域の空間線量

の計測のため、野生動物に GPS 機能付

き線量計を装着して推定する方法を採

用する報告があった。 
•また、1945 年に投下された原子爆弾の

被爆者の寿命調査（Life Span Study: 
LSS）のモデルを今回の福島第一原子

力発電所事故に応用しようとする報告

もみられた。 
・「がんの発生」以外の影響として、幸福

寿命などの心理的アウトカムに着目す

る報告が複数存在していた。 
b.  放射線に関するリスクアセスメント 

の好事例 
・個人の被ばく線量の評価としては、福島

県立医科大学が福島県から委託を受け

て実施した福島県「県民健康管理調査」

（当時。現「県民健康調査」）の「基本

調査」により行われている。調査は東日

本大震災時の全福島県民を対象として

実施され、空間線量が最も高かった時

期の外部被ばく線量推計のために、震

災後 4 か月間の行動記録を調査票によ

り聴取した。放射線業務従事経験者以

外の対象者の 99.3％が、4 か月間の被
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ばく線量が 10mSv 未満であり、この結

果から、「放射線による健康被害が出る

ことは考えにくい」との評価が導き出

されている。 
・原子力災害による心理的影響の評価とし

て、「損失幸福余命」 "loss of happy life 
expectancy"という指標を用いた試みが

報告されており、避難者の精神的苦痛

に伴う「損失幸福余命」は、放射線被ば

くによるがん死亡率によるものよりも

高いと報告されている。 
・WHO の報告書、及び、国連科学委員会

（UNSCEAR）の報告書では、いずれも

福島住民の被ばくによるリスクは健康

に影響を及ぼすレベルではないと総括

している。 
Ｄ．考察 
 放射線および環境因子のリスクアセスメ

ント手法の分析・検証に関する文献調査の

結果、原子力災害後のリスクとしては、がん

の発生に代表される身体的な健康リスク

（原子力災害による直接的な健康影響）の

ほかに、放射線被ばくによる健康影響に関

する不安などの精神的健康への影響（非直

接的影響）を考慮する必要がある。 
 直接的な健康影響への対策としては、ま

ず、地域住民の被ばく線量を客観的に測定

することが重要である。さらに、推定された

被ばく線量による健康への影響を科学的に

検証することが求められる。 
 また、非直接的影響への対策としては、住

民に対するリスクコミュニケーション（個

人や集団・組織間の情報および意見の相互

的な交換のプロセス）が重要である。福島県

立医科大学では、広報コミュニケーション

室を開設し、メディアを通じた情報発信、リ

ーフレットの作成、甲状腺検査結果の説明

会といった、複数の活動を通して幅広い層

の住民に情報を伝達、及び、情報共有する取

り組みを行った。 
 原子力災害時の住民の不安は、住民の政

府、研究者・専門家等に対する不信感により

引き起こされた混乱により生じたとも報告

されている。したがって、放射線被ばくに対

する不安や精神的苦痛を軽減させるために

は、専門家には住民に正確かつ理解しやす

い情報の提供に努めることが求められる。 
Ｅ．結論 
 東京電力福島第一原子力発電所事故によ

るリスクには、放射線被ばくによる健康影

響（直接影響）と、非直接影響としての精神

的健康影響が含まれる。非直接的影響は、情

報を発信する研究者・専門家等に対する不

信が一つの要因となるため、その軽減には

適切なリスクコミュニケーションが重要で

ある。 
 東京電力福島第一原子力発電所事故後の

放射線被ばくによる健康影響については、

世界保健機関（World Health Organization; 
WHO）、ならびに原子放射線の影響に関す

る 国 連 科 学 委 員 会 （ United Nations 
Scientific Committee on the Effects of 
Atomic Radiation; UNSCEAR）による報告

書が発出されており、福島住民の被ばくに

よるリスクは健康に影響を及ぼすレベルで

はないと総括している。 
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